





























































































通院は厳しいこと（『河北新報』2011 年 12 月 2 日）、車をもたない被災者が「交通弱者」
となったこと、タクシーに頼らざるをえないことで家計への影響が懸念されること等（『河
北新報』2011 年 8 月 19 日）が伝えられている。 




設住宅居住者へのアンケート調査では、2011 年 9 月時点での応急仮設住宅についての不満
足な点は、住居そのものにかかわる「狭い」（54.7%）の他には、「近くにお店がない」（61.6%）、
「交通の便」（41.8%）、「通院に不便」（24.3%）が挙げられている11。釜石市における調査
でも、2012 年 8 月の時点において、「買い物が不便」と答えた人の割合は、30.9%（応急
仮設住宅 32.1%、みなし仮設 27.7%）、「通院が不便」と答えた人の割合は、22.8%（応急
仮設住宅 24.6%、みなし仮設 17.9%）となっている「釜石市民の暮らしと復興についての




（国土交通省総合政策局 2012: 15）。岩手県沿岸部の例をみていこう。釜石市は 2012 年
10 月から、仮設住宅と市街地の間を運行するオンデマンドバスを、2015 年 3 月までの予




山田共生作業所は、2011 年 7 月から障害者と高齢者を対象とし、通院等の無料移送サービ
スを始めている。2013 年 3 月末までの利用者は延べ 9000 人近いという（きょうされん福














































































































都市部以外での、ガイドヘルパー制度（2011 年 10 月以前）が利用しづらいことについ
ては、社会福祉法人日本盲人会連合（2010）が指摘している。市区部に比較すると町村部
では、ガイドヘルパーを利用しない理由として、「制度がない」、「ガイドヘルパーを派遣す
る事業所がない」等を挙げる人の割合が顕著に高いという（日本盲人会連合 2010: 26）。 

























































 店舗の 2 階で生活している間に夫は 2 回目の脳梗塞を発症し、約 3 カ月入院した。退院















次に、経済的制約が大きい例を挙げる。E さんは兄 F さんと父と 3 人暮らしであり、父






E さんは車で 40 分ほどの距離にある専門の病院に週 1 回通院していた。震災以前は、
社会福祉協議会が提供する移送サービスを利用していたが、往復の交通費と介護保険の自
己負担分で約 1 万円、1 か月で 5 万円強の出費があり家計を圧迫していた。介護タクシー
はそれ以上に負担が大きく、往復 1 回につき約 2 万円を必要とした。 
2011 年夏頃から震災を機に複数の NPO 団体が無料の移送サービスを開始した20。E さ





れている（のぞみの園 2011: 14）が、E さんの例はこれが顕著にあらわれていたといえる
だろう。 
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査・研究」（厚生労働省平成 22 年度障害者総合福祉推進事業）. 






21 世紀ひょうご創造協会,1996,『阪神・淡路大震災復興誌（第 1 巻）』.  
NPO 法人ゆめ風基金，2013，『障害者市民防災提言集：東日本大災害版』関西障害者定期刊行物協会．  















                                                   
1 震災直後は、自家用車の流出等により移動が困難になった人も多くいたと思われるが、本稿ではこの
問題については言及しない。 
2 移動支援は、震災後 2 年半が経過した時点でも、被災 3 県に共通して多いニーズであった（NPO 法人
ゆめ風基金 2013: 29）。 
3 インタビュー調査は、2012 年 8 月から 2013 年 8 月までに、岩手県沿岸地域（2 市 2 町）の 7 被災世
帯を対象に行ったが、本稿ではそのうち 4 世帯（直接インタビューを行ったのは 6 名）について分析す
る（表 1）。インタビュー対象者は被災地における障害者を支援するボランティア団体より紹介を受けた。
岩手県沿岸地域には 2012 年 8 月、11 月と 2013 年 8 月に訪問し、調査を行った。時間の経過にともな






                                                                                                                                                           




った。時間は 1 時間から 2 時間半であった。 
  
（表 1 インタビュー対象世帯一覧） 
名前 被災時の年齢・性別 障害や傷病(社会保障制度の状況) 
A さん 50 代前半・男性 視覚障害（全盲、障害基礎年金 1 級） 
B さん（A さんの妻) 40 代前半・女性 視覚障害（弱視、障害基礎年金 2 級） 
C さん 50 代後半・男性 視覚障害（全盲、障害基礎年金１級） 
C さんの妹 50 代後半・女性  
D さん 80 代前半・女性  
D さんの夫 80 代後半・男性 要介護（要介護 5） 
E さん 50 代前半・女性 身体障害（リウマチ,障害基礎年金 2 級） 
F さん（E さんの兄) 50 代後半・男性 視覚障害（片目の失明） 








施率は 69.3%、10 万人以上の自治体では 100.0%と差があった。また 1 万人あたりの利用者数は、1 位
の大阪府（19 人）、2 位の京都府（13.8 人）であるが、被災三県は岩手県（1.6 人）、宮城県（3.8 人）、
福島県（3.4 人）であった。 
6 ただし外出支援サービスは含まれない自治体もある。 
7 安藤(2008)など参照。具体的には、2011 年度の「介護保険事業報告」によれば、第 1 号被保険者 1 人
あたりの給付費が、全国平均で居宅サービス 127.0 千円、地域密着型サービス 23.5 千円、施設サービス
では 91.0 千円となっているのに対し、岩手県はそれぞれ 116.6 千円、22.3 千円、110.4 千円と施設サー
ビスのみが全国平均を上回っており、福島県は 117.3 千円、24.4 千円、100.9 千円と、地域密着型サー
ビスはやや上回るものの、居宅サービスよりは施設サービスに偏る傾向がみられ、宮城県は 122.5 千円、
23.0 千円、90.2 千円と 3 県のなかではもっとも全国平均に近いという結果であった（厚生労働省老人保
健福祉局 2013）。 
































12 発災後概ね 1 週間の「緊急対応期」には、自治体や交通事業者により、避難所への輸送、軽傷者の医





NPO 団体によるカーシェアリング等が行われたという（国土交通省総合政策局  2012: 13）。 
13 オンデマンド交通システムはトヨタ自動車が提供したもの。 
14 65 歳以上の高齢者と妊婦は無料であったが、2013 年 4 月より有料化した（小中学生、障害者および
妊婦は半額）。運営費は、国土交通省の「地域公共交通確保維持改善事業」から支給される町内交通の
改善のための補助が、バス路線拡充およびタクシー会社の管理費補助として充当される。 
15 石巻市の例も挙げておく。2011 年 4 月から活動をはじめ、2013 年 2 月に法人化した「移動支援 Rera」




ばらばらになった、などのケースが多いとのこと（NPO 法人地星社 2013）。 
16 ただし同じ Cさんの妹の、ゴミ捨て場の位置が変更されたことで困難が生じているため元の位置に戻
してほしいという要請については、この箇所のみの変更であったためかすぐに対応がなされた。  
17 タクシーチケットは、震災前は年間 24 枚だったが震災後は 12枚に減った。また月 2 枚までしか使っ
てはならないという規則ができたという。 
18 『釜石市第三次障害者計画』によれば、釜石市において「行動援護」のサービスは利用の前例がない
という（釜石市 2013: 38）。 
19 たとえば宮城県では、障害者や高齢者に配慮したトイレや玄関に手すりを付ける等が標準仕様とされ、
スロープ付きの住宅は原則として 1 割設置された（宮城県 2011）。しかし屋内や風呂等のバリアが多く
使い辛いことへの批判も出ている。またスロープ付きの住宅に、必ずしもスロープを必要とする人が入
居していたわけではないという指摘もある（白石 2012: 57）。 
20 もともと 1 つしかなかった町の県立病院が被災、開業医も 1 つを除いて被災するなど震災の影響で医
療体制が大きく崩れたことに加え、鉄道も復旧しておらず、高齢者や障害者の通院自体が困難になった
こと、移動にかかる費用の増大したことが背景にあった。この間この移送サービスは地域に歓迎され、
非常によく機能したようだ（きょうされん福島支部  2013）。 
